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健全な財政運営に関する条例に基づく財務諸表の作成について 

 

 市では、「健全な財政運営に関する条例（平成２４年４月施行）」に基づき、財政運営や

財政状況の透明性を高め市民の理解のもとで健全な財政を維持・向上させるため、分かり

やすく作成した財政に関する情報を公表して参りました。 

 このたび、平成２６年度決算に係る財務諸表を作成いたしましたので、条例に基づき、

議会へ報告するとともに、市民の皆様に公表するものです。 

 

１ 財務諸表について 

 財務諸表では、現在の「現金主義・単式簿記」を基本とした公会計制度では把握しづら

い資産や負債、行政サービスに要した経費を明らかにするため、総務省が示した方式（総

務省改訂モデル）を用いて、次の４つの財務諸表を作成しています。 

 (1) 貸借対照表 

・市が保有する財産(資産)をどのような財源(負債・純資産)で賄ったかを表したもの

です。 

  (2) 行政コスト計算書 

・資産形成以外の経常的な行政サービス(人的サービスや給付サービスなど)の提供に 

要した経費と財源を表したものです。 

  (3) 純資産変動計算書 

・貸借対照表の純資産がどのような財源や要因により増減したかを表したものです。 

  (4) 資金収支計算書 

・市が保有する現金を３つの行政分野に分類し、それぞれの収支を表したものです。 

 

２ 連結の範囲について 

 市では、条例に基づき、普通会計の財務諸表のほか、公営事業会計と市が加入する組合

等の会計を連結した市全体の会計（連結ベース）に係る財務諸表を作成しています。 

 

３ 平成２６年度決算に基づく財務諸表の概要(連結ベース) 

 (1) 貸借対照表 

  ①平成２６年度においては、約１，６１２億円の資産を保有しています。このうち約  

１，１８６億円の支払いは終わっており、残りの約４２６億円は未払いとなってい

ます。 

  ②資産はピアザふじみの建設や志木地区衛生組合の粗大ごみ及びビン処理施設の建設 

などにより約 2億円増加し、負債は土地開発公社の借入金残高や退職手当引当金の 

減少などにより約 12億円減少しています。 
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(2) 行政コスト計算書 

  ①社会保障費や施設の維持補修費などの経常的な費用約５４１億円を支払うために、

使用料や負担金などの経常的な収入約２０４億円が使われており、残りの約３３７

億円は市税や国庫支出金などで補っています。 

  ②経常的な費用は扶助費をはじめとした社会保障費の増加などにより前年度に比べ 

   約２２億円増加しています。 

 

  (3) 純資産変動計算書 

  ①純資産は地方税や国庫支出金などの増加により前年度に比べ約１４億円増加してい 

ます。 

 

  (4) 資金収支計算書 

  ①経常的な行政活動の収支の差額は約８３億円あり、公共資産の整備の収支の不足額

約３５億円や投資などの収支の不足額約４９億円を補っています。 

  ②資金残高は、社会保障費や投資的経費の増加などにより前年度に比べ約１億円減少 

しています。 
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 富士見市の財務諸表 1 

 

１ はじめに 

市の会計は、「現金主義・単式簿記」が基本となっており、現金の流れやその使途の情報

を記録しているため、土地や建物などの資産、将来返済する借入金などの負債及び現金支

出を伴わない減価償却費などの費用が分かりにくい状況でした。 

これらを改善するために、現在各自治体では国の指針（地方公共団体における行財政改

革の更なる推進のための指針）に基づき、企業会計の経理手法である「発生主義・複式簿

記」を基本とした財務諸表を作成しています。 

富士見市においても、財政運営や財政状況の透明性をより一層高めるために、平成２０

年度決算から市の全ての会計と市の関連団体を含めた連結ベースで財務諸表（貸借対照表、

行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支計算書）を作成し、公表しています。 

財務諸表の作成方法は複数ありますが、現在、市では既存の決算資料を活用して作成す

る「総務省方式改訂モデル」を採用しています。 

しかし、このモデルにおいては事業別、資産別の財政運営状況や、個別の資産額の把握

などが困難であるとの課題がありました。このことから、平成２７年１月に総務省から各

地方公共団体に、前述の課題の解決及び公共施設のマネジメントにおける活用を目的に、

固定資産台帳の整備と複式簿記の導入を前提とした財務諸表の作成に関する統一的な基準

が示されたことを受け、富士見市においても平成２８年度決算から統一的な基準による財

務諸表を作成するため、固定資産台帳の整備等を進めています。 

 

 

 



 

2 富士見市の財務諸表 

 

２ 連結の範囲 

連結の対象となる会計・団体・法人は以下の図のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 財務諸表の作成基準 

作成基準日は、決算日（年度末）とし、出納整理期間（翌年度の４月１日～５月３１日。

決算日までにお金の出し入れが間に合わない際に整理を行う期間のこと。）の収支は、作成

基準日までに決済したものと整理しています。 

 

 

 

 

 

・埼玉県市町村総合事務組合 

・彩の国さいたま人づくり広域連合 

・埼玉県後期高齢者医療広域連合 

・入間東部地区衛生組合 

（火葬場の管理、し尿処理） 

・入間東部地区消防組合 

・志木地区衛生組合（ごみ処理） 

・社会福祉法人 入間東部福祉会 

・富士見市土地開発公社 

・公益財団法人 キラリ財団 

 

 

・水道事業会計 

・下水道事業会計 

・国民健康保険特別会計 

・介護保険特別会計 

・後期高齢者医療事業特別会計 

 

 

・一般会計 

・鶴瀬駅西口土地区画整理事業特別会計 

・鶴瀬駅東口土地区画整理事業特別会計 

 

連結範囲 

市の会計 

普通会計 
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４ ４つの財務諸表 

 

決算日（年度末）における資産、負債、純資産を示したものです。資産にはどのような

ものがあるのか、資産を形成するためにどのようなお金を充てているのかを表しています。 

 また、今後の負担はどのくらいあるのかなどを表しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※（ ）の数値は H２６連結決算に基づくものです。 

 

 

 

 

 

 
 

・公共資産 

有形固定資産 

売却可能資産 

・投資等 

貸付金 

基金 

・流動資産 

現金 

預金 

未収金 

資産（1,612 億円） 
 

 

・固定負債 

  地方債 

引当金 

・流動負債 

  翌年度償還予定額 

 

 

・公共資産等整備国県補助金等 

・公共資産等整備一般財源等 

負債（426 億円） 

純資産（1,186 億円） 

① 貸借対照表 



 

4 富士見市の財務諸表 

 

 

 企業会計でいう損益計算書にあたり、１年間に行われた資産形成以外の行政サービス（人

的サービスや社会保障給付など）の提供にかかった経費と財源の関係を示したものです。 
 

※行政サービスにかかるコストを性質別や目的別に見ることで、市の活動実績が分かり 

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

         ｜ 

 

 

 

 

 

 

 

          ＝  
 

 

 

 

 

 

※（ ）の数値は H２６連結決算に基づくものです。 

 

 

 

 

・人にかかるコスト（人件費）  

・物にかかるコスト（公共施設の維持管理費用など） 

・移転支出的なコスト（社会保障給付費、他団体への補助など） 

（A）経常行政コスト（540.6 億円） 

 

・使用料、手数料 

・分担金、負担金、保険料など 

（B）経常収益（203.6 億円） 

 

・経常行政コスト － 経常収益 

（A－B）純経常行政コスト（337 億円） 

② 行政コスト計算書 
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 純資産（貸借対照表の資産から負債を差し引いた残り）が１年間にどのような財源や要

因で増減したのかを示したものです。 

※純資産の増減を見ることで、どのような財源や要因で資産を形成し、行政サービスを 

提供したのかが分かります。 

 

 

 

 

                ｜ 

 

 

 

 

                ＋ 

 

 

 

 

                ＋ 

 

 

 

 

 

          ＝  

 

 

 

 

 

※（ ）の数値は H２６連結決算に基づくものです。 

 

・前年度末時点の純資産残高 

（A）期首純資産残高（1,172.1 億円） 

 

・経常行政コスト － 経常収益 

（B）純経常行政コスト（337 億円） 

 

・市税、地方交付税、国県補助金など 

（C）財源の調達（341.4 億円） 

 

・地方譲与税、各種交付金など 

（D）その他（9.5 億円） 

 

・当該年度末時点の純資産残高 

（A－B+C+D）期末純資産残高（1,186 億円） 

③ 純資産変動計算書 



 

6 富士見市の財務諸表 

 

 

 １年間の現金の流れを性質別に区分し、どのような行政活動に資金が必要であるかを示

したものです。 

 ※年度当初から年度末までの資金の流れを３つの分野に分類することで、それぞれの分 

野の財源や使い道が分かります。 

 

 

 

 

                ＋ 

 

 

 

 

                ＋ 

 

 

 

 

                ＋ 

 

 

 

 

 

         ＝  

 

 

 

 

 

※（ ）の数値は H２６連結決算に基づくものです。 

 

・前年度末時点の資金残高 

（A）期首資金残高（43.8 億円） 

 

・【支出】人件費、社会保障給付費 

・【収入】市税、地方交付税 

（B）経常的収支（82.9 億円） 

 

・【支出】道路、学校、保育所の整備など 

・【収入】国県補助金、借入金など 

（C）公共資産整備収支（▲34.5 億円） 

 

・【支出】借入金の支払い、基金積立金など 

・【収入】国県補助金、基金繰入金など 

（D）投資・財務的収支（▲49.2 億円） 

 

・当該年度末時点の資金残高 

（A＋B+C+D）期末純資金残高（43 億円） 

④ 資金収支計算書 
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５ 財務諸表の相関図 

 

財務諸表において、４つの表は下の図のように関連しています。 

 
 

 
 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 



 

8 富士見市の財務諸表 

 

６ 財務諸表（普通会計） 

 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債 19,484,462

①生活インフラ・国土保全 47,955,224 (2) 長期未払金

②教育 43,215,585 ①物件の購入等

③福祉 3,270,101 ②債務保証又は損失補償

④環境衛生 361,836 ③その他

⑤産業振興 763,136 長期未払金計 551,973

⑥消防 45,924 (3) 退職手当引当金 4,614,647

⑦総務 10,879,870 (4) 損失補償等引当金 47

有形固定資産合計 106,491,676 固定負債合計 24,651,129

(2) 売却可能資産 9,187

公共資産合計 106,500,863 ２　流動負債

(1) 翌年度償還予定地方債 2,533,800

２　投資等 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金） 0

(1) 投資及び出資金 (3) 未払金 76,783

①投資及び出資金 188,731 (4) 翌年度支払予定退職手当 0

②投資損失引当金 0 (5) 賞与引当金 271,448

投資及び出資金計 188,731 流動負債合計 2,882,031

(2) 貸付金 0

(3) 基金等 負　　債　　合　　計 27,533,160

①退職手当目的基金 0

②その他特定目的基金 1,475,180

③土地開発基金 0 [純資産の部]

④その他定額運用基金 0 １　公共資産等整備国県補助金等 38,467,493

⑤退職手当組合積立金 705,912

基金等計 2,181,092 ２　公共資産等整備一般財源等 70,989,395

(4) 長期延滞債権 904,890

(5) 回収不能見込額 △ 223,023 ３　その他一般財源等 △ 23,885,759

投資等合計 3,051,690

４　資産評価差額 818,829

３　流動資産

(1) 現金預金 純　 資　 産　 合　 計 86,389,958

①財政調整基金 2,663,530

②減債基金 0

③歳計現金 1,434,204

現金預金計 4,097,734

(2) 未収金

①地方税 245,196

②その他 27,635

③回収不能見込額 0

未収金計 272,831

流動資産合計 4,370,565

資　　産　　合　　計 113,923,118 負 債 ・ 純 資 産 合 計 113,923,118

貸借対照表（普通会計）
（平成２７年３月３１日現在）

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方

551,973

0

0

総務省方式改訂モデル
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　市税などの収入未済額のうち、当該年度に発生した債権

について計上しています。
（２）未収金

３　流動資産 

　純資産合計からその他一般財源等以外の純資産項目を控

除した額を計上しています。

 「売却可能資産」の取得価額と売却可能価額との差額など

の評価差額の合計を計上しています。

２　公共資産等整備

　　一般財源等

３　その他

　　一般財源等

４　資産評価差額

[純資産の部]

項　目 内　　　容

項　目 内　　　容

１　公共資産等整備

　　国県補助金等

　貸付金・未収金及び長期延滞債権のうち、将来回収不能

になると見込まれる金額を計上しています。なお、回収不

能見込額は、過去５ 年間の「不納欠損額÷収入済額」の平

均値を長期延滞債権の額に乗じて算出しています。

（５）回収不能

　　　見込額
　行政サービスの提供を目的に市が取得した財産の財源の

うち、国及び県からの補助金の累計額を計上しています。

　上記の公共資産等整備国県補助金等以外の負担金や一般

財源を計上しています。

　年度間における財源の調整を行い、財政の健全な運営の

ために設置された「財政調整基金」の残高を計上していま

す。また、当該年度の収入と支出の差引額（形式収支）を

計上しています。

（１）現金預金

　翌年度の６月に支給される期末勤勉手当のうち、当該年

度に負担する相当額を計上しています。

　１２月から５月までの６ヶ月間を支給対象期間とし、う

ち１２月から３月までの４ヶ月間を当年度分の金額として

算定しています。

※６月支給額×４ヶ月÷６ヶ月

（５）賞与引当金

（２）短期借入金

（翌年度繰上充用金）

「１　固定負債（２）長期未払金」のうち、翌年度支出予

定額を計上しています。
（３）未払金

（３）退職手当

　　　引当金

　損失補償契約に基づき、将来支払う見込額を計上してい

ます。

（４）損失補償等

　　　引当金

２　流動負債 

　退職者に支払う退職手当のうち翌年度に支払う予定額を

計上する項目ですが、本市は「埼玉県市町村総合事務組

合」において共同処理していることから、市の支出額は計

上されません。

（４）翌年度支払

　　　予定退職手当

　公共施設整備基金や緑地保全基金など、特定の目的のた

めに積み立てている基金の残高を計上しています。また、

常勤職員に対する退職手当について「埼玉県市町村総合事

務組合」にて共同処理していることから、「退職手当組合

積立金」として計上しています。

（２）貸付金

（３）基金等

　市税などの収入未済額のうち、納期限や回収期限から１

年経過し、まだ収入されていない債権を計上しています。
（４）長期延滞債権

　社会福祉法人や個人などに対して貸し付けている金額を

計上しています。

２　投資等 

項　目 内　　　容

　公営企業や社会福祉法人などの団体に「出資・出えん」

した金額を計上しています。

　出資先の財政状況が一定以上悪化した場合は、投資損失

引当金に金額が計上されます。

（１）投資及び

　　　出資金

◆ 主な説明

借　　　　　　　　方

[資産の部]

１　公共資産 

　地方債のうち、翌々年度以降に償還予定の金額を計上し

ています。

[負債の部]

１　固定負債 

貸　　　　　　　　方

内　　　容

　翌年度以降の支出予定額のうち、ＰＦＩの手法により整

備した有形固定資産（つるせ台小学校建設）等の翌々年度

以降の支出予定額を計上しています。

　公共資産のうち行政サービスに用いていない宅地など、

市が売却を決定した財産を計上しています。

　売却可能資産の評価は、鑑定評価や路線価等の単価を参

考に算定しています。

（２）売却可能資産

項　目 内　　　容

（１）地方債

（２）長期未払金

　土地、建物、車両など長期間にわたって市民サービスに

活用される資産を、以下の①～⑦の目的別に分類して計上

しています。

①生活インフラ・国土保全 ・・道路、橋、公園など

②教育・・・学校、体育館、図書館

③福祉・・・保育所、児童館、老人福祉センター

④環境衛生・・・健康増進センター

⑤産業振興・・・南畑ふれあいプラザ

⑥消防・・・消防施設

⑦総務・・・庁舎、出張所

※土地以外の資産については、定額法により減価償却をし

ています。

（1）有形固定資産

項　目

項　目 内　　　容

　地方債のうち翌年度に償還予定の金額を計上していま

す。

（１）翌年度償還

　　　予定地方債

　会計年度末の３月３１日を経過した後、その年度の支出

に対して収入が不足することが判明した場合、翌年度予算

の収入を繰り上げてその年度の収入に充てた場合の金額を

計上しています。

　年度末に職員全員が退職したと想定し、退職手当の見込

額を計上しています。
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※１　他団体及び民間への支出金により形成された資産 ①生活インフラ・国土保全 千円

②教育 千円

③福祉 千円

④環境衛生 千円

⑤産業振興 千円

⑥消防 千円

⑦総務 千円

計 千円

　上の支出金に充当された財源 ①国県補助金等 千円

②地方債 千円

③一般財源等 千円

計 千円

※２　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 千円

②債務保証又は損失補償 千円

（うち共同発行地方債に係るもの 千円）

③その他 千円

※４　普通会計の将来負担に関する情報

　普通会計の将来負担額 32,935,359 千円

　[内訳]　普通会計地方債残高 22,018,262 千円 22,018,262 千円

　　　　　債務負担行為支出予定額 920,482 千円 920,482 千円 千円

　　　　　公営事業地方債負担見込額 4,063,473 千円 千円

　　　　　一部事務組合等地方債負担見込額 2,024,360 千円 千円

　　　　　退職手当負担見込額 3,908,735 千円 3,908,735 千円

　　　　　第三セクター等債務負担見込額 47 千円 47 千円 千円

　　　　　連結実質赤字額 0 千円 千円

　　　　　一部事務組合等実質赤字負担額 0 千円 千円

　基金等将来負担軽減資産 34,022,319 千円

　[内訳]　地方債償還額等充当基金残高 4,323,906 千円

　　　　　地方債償還額等充当歳入見込額 5,072,304 千円

　　　　　地方債償還額等充当交付税見込額 24,626,109 千円

　(差引)普通会計が将来負担すべき実質的な負債 △ 1,086,960 千円

※６　回収不能見込額は、対象となる市税等の決算額のうち、現年課税分の収入未済額に過去５年間の不納欠損実績率を乗じて積算した額です。

※７　退職手当引当金は、財政健全化法様式４⑤Ａ中「将来負担額」と「組合等積立額・積立不足額（３）」として計上した額です。

※８　売却可能資産は、市の所有する財産のうち売却決定された資産について、鑑定評価や路線価等の単価を参考に算定した額です。

※５　有形固定資産のうち、土地は49,401,571千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は43,308,894千円です。

0

4,063,473

2,024,360

0

0

0

項目 金額

[内訳]

負債計上 注記

【（翌年度償還予定）地方
債・（長期）未払金・引当

金】

【契約債務・
偶発債務】

※３　地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち20,438,112千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。

0

161,787

7,609,322

1,391,678

15,312

6,202,332

7,609,322

685,886

0

0

0

124,422

814,732

4,532,011

1,947,725

28,645

 注記には、普通建設事業のうち貸借対照表へ計上していない他団体等への補助金・負

担金により形成された資産の情報や債務負担行為に関する情報、「地方公共団体の財政

の健全化に関する法律」に基づく将来負担比率に関する情報などを表記しています。 
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◆ 主な説明

注　　記　　項　　目 内　　　容

　他団体等に対して資産形成を目的として交付される補助金や負担金（保育所施設整備補助や市指定

文化財整備補助等）を計上しています。
※１　他団体及び民間への支出金により形成された資産

※５　土地及び減価償却累計額 　有形固定資産のうち、土地の金額と減価償却の累計額を計上しています。

※２　債務負担行為に関する情報
　貸借対照表の「長期未払金」及び「未払金」の対象となった債務負担行為の予定額以外を計上して

います。

※３　交付税算定の基礎となる地方債残高
　地方債の元金残高のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政需要額への算入が見込まれ

る金額を推計して計上しています。

※４　普通会計の将来負担に関する情報
　地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づき算定した指標の１つである「将来負担比率」の

算出過程で使用した金額を計上しています。
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【経

常
行

政
コ

ス
ト

】
（
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位
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円
）
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額

（構
成

比
率

）
生

活
イ

ン
フ

ラ
・

国
土

保
全

教
　

育
福

　
祉

環
 境

 衛
 生

産
 業

 振
 興

消
　

防
総

　
務

議
　

会
支

 払
 利

 息
回

収
不

能
見

込
計

上
額

そ
の

他

（１
）人

件
費

4,
14

8,
01

7
15

.5
%

36
1,

88
9

58
3,

44
0

1,
12

2,
57

2
25

5,
29

7
10

0,
62

1
30

5
1,

52
3,

31
6

20
0,

57
7

0

（２
）退

職
手

当
引

当
金

繰
入

等
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,9
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0.
3%

7,
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3
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26
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30
,4
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1,
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0

１
（３

）賞
与

引
当

金
繰

入
額
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1,

44
8

1.
0%
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,6
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,4
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16
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6,
58

5
20
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,6
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0

小
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（１
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9,
79

1
1,

00
2,

36
9

77
1,

88
1

23
,2

95
15

,8
71

1,
17

4,
14

9
17

,2
91

0

（２
）維

持
補

修
費

91
,7

79
0.
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額
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分
担

金
・

負
担

金
・

寄
附

金
　

埼
玉

県
後

期
高

齢
者

医
療

広
域

連
合

の
負

担
金

や
寄

附
金

な
ど

を
計

上
し

て
い

ま
す

。

[経
常
収
益
]

[経
常
行
政
コ
ス
ト
]

　
　

 （
３

）
そ

の
他

行
政

コ
ス

ト
　

上
記

「
１

（
１

）
人

件
費

か
ら

４
（

２
）

回
収

不
能

見
込

計
上

額
」

以
外

の
行

政
コ

ス
ト

や
、

当
年

度
に

発
生

し
た

長
期

未
払

金
及

び
未

払
金

な
ど

を
計

上
し

て
い

ま
す

。

項
　
　
　
　
目

内
　
　
　
　
　
　
　
　
容

 １
　

使
用

料
・

手
数

料
　

住
民

票
の

交
付

手
数

料
や

公
共

施
設

の
使

用
料

、
公

立
保

育
所

の
保

護
者

負
担

金
な

ど
を

計
上

し
て

い
ま

す
。

　
　

 （
４

）
他

団
体

へ
の

公
共

資
産

整
備

補
助

金
等

　
他

団
体

や
国

・
県

が
行

う
建

設
事

業
に

対
す

る
支

出
額

を
計

上
し

て
い

ま
す

。

 ４
　

（
１

）
支

払
利

息
　

地
方

債
と

一
時

借
入

金
に

か
か

る
支

払
利

息
を

計
上

し
て

い
ま

す
。

　
 　

（
２

）
回

収
不

能
見

込
計

上
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市

税
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使
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う
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効
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経
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。
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２
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持
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路
、

備
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。
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。
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助
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や
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。
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３
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等
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支
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国

民
健

康
保

険
特
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計
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介
護

保
険

特
別

会
計

、
下

水
道

事
業

会
計

な
ど

の
特

別
会

計
に

対
す

る
繰

出
金

な
ど

を
計

上
し

て
い

ま
す

。

 ３
　

（
１

）
社

会
保

障
給

付
　

高
齢

者
や

障
が

い
者

に
対

す
る

生
活

支
援

、
保

育
所

や
放

課
後

児
童

ク
ラ

ブ
の

運
営

な
ど

の
福

祉
に

か
か

る
経

費
を

計
上

し
て

い
ま

す
。

◆
 主

な
説

明

　
 　

（
２

）
退

職
手

当
引

当
金

繰
入

等
　

退
職

手
当

引
当

金
の

当
年

度
の

増
減

額
を

計
上

し
て

い
ま

す
。

　
 　

（
３

）
賞

与
引

当
金

繰
入

額
　

翌
年

度
の

６
月

に
支

給
さ

れ
る

期
末

勤
勉

手
当

の
う

ち
、

当
年

度
に

負
担

す
る

相
当

額
を

計
上

し
て

い
ま

す
。

項
　
　
　
　
目

内
　
　
　
　
　
　
　
　
容

 １
　

（
１

）
人

件
費

　
監

査
委

員
や

選
挙

管
理

委
員

な
ど

の
各

種
委

員
報

酬
、

議
員

報
酬

、
職

員
給

与
な

ど
の

金
額

を
計

上
し

て
い

ま
す

。
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（
単

位
：
千

円
）

純
資

産
合

計
公

共
資

産
等

整
備

国
県

補
助

金
等

公
共

資
産

等
整

備
一

般
財

源
等

そ
の

他
一

般
財

源
等

資
産

評
価

差
額

期
首

純
資

産
残

高
8
4
,1

0
5
,0

8
4

3
9
,3

8
6
,4

0
8

6
7
,4

3
4
,2

4
7

△
 2

3
,5

3
4
,4

0
0

8
1
8
,8

2
9

純
経

常
行

政
コ

ス
ト

△
 2

5
,8

3
2
,7

4
6

△
 2

5
,8

3
2
,7

4
6

一
般

財
源

地
方

税
1
4
,0

5
2
,5

6
1

1
4
,0

5
2
,5

6
1

地
方

交
付

税
3
,6

6
2
,8

7
1

3
,6

6
2
,8

7
1

そ
の

他
行

政
コ

ス
ト

充
当

財
源

2
,3

0
5
,3

4
5

2
,3

0
5
,3

4
5

補
助

金
等

受
入

8
,1

3
7
,1

2
0

1
,1

2
0
,9

5
4

7
,0

1
6
,1

6
6

臨
時

損
益

災
害

復
旧

事
業

費
△

 4
0
,2

3
0

△
 4

0
,2

3
0

公
共

資
産

除
売

却
損

益
0

0

投
資

損
失

0
0

債
務

保
証

損
失

、
損

失
補

償
額

△
 4

7
△

 4
7

科
目

振
替

公
共

資
産

整
備

へ
の

財
源

投
入

2
,8

3
7
,7

3
7

△
 2

,8
3
7
,7

3
7

公
共

資
産

処
分

に
よ

る
財

源
増

0
△

 1
0
,9

9
4

1
0
,9

9
4

0

貸
付

金
・
出

資
金

等
へ

の
財

源
投

入
9
9
,4

5
7

△
 9

9
,4

5
7

貸
付

金
・
出

資
金

等
の

回
収

等
に

よ
る

財
源

増
0

△
 4

6
6
,8

0
1

4
6
6
,8

0
1

0

減
価

償
却

に
よ

る
財

源
増

△
 2

,0
3
9
,8

6
9

△
 3

3
7
,4

6
9

2
,3

7
7
,3

3
8

0

地
方

債
償

還
に

伴
う

財
源

振
替

1
,4

3
3
,2

1
8

△
 1

,4
3
3
,2

1
8

資
産

評
価

替
え

に
よ

る
変

動
額

0
0

無
償

受
贈

資
産

受
入

0
0

そ
の

他
0

0
0

期
末

純
資

産
残

高
8
6
,3

8
9
,9

5
8

3
8
,4

6
7
,4

9
3

7
0
,9

8
9
,3

9
5

△
 2

3
,8

8
5
,7

5
9

8
1
8
,8

2
9

純
資

産
変

動
計

算
書

（
普

通
会

計
）

自
　

平
成

２
６

年
４

月
 １

 日

至
　

平
成

２
７

年
３

月
３

１
日

総
務
省
方
式
改
訂
モ
デ
ル
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◆
 主

な
説

明

項
　
　
　
　
目

内
　
　
　
　
　
　
　
　
容

純
経

常
行

政
コ

ス
ト

　
行

政
コ

ス
ト

計
算

書
の

「
純

経
常

行
政

コ
ス

ト
」

を
計

上
し

て
い

ま
す

。

地
方

税
　

市
民

税
、

固
定

資
産

税
、

軽
自

動
車

税
な

ど
、

市
に

入
る

税
金

を
計

上
し

て
い

ま
す

。

地
方

交
付

税
　

普
通

交
付

税
と

特
別

交
付

税
の

合
計

を
計

上
し

て
い

ま
す

。

そ
の

他
行

政
コ

ス
ト

充
当

財
源

　
地

方
譲

与
税

、
各

種
交

付
金

、
財

産
収

入
、

繰
入

金
、

諸
収

入
な

ど
を

計
上

し
て

い
ま

す
。

　
公

共
資

産
の

除
去

又
は

売
却

に
よ

り
「

貸
借

対
照

表
の

公
共

資
産

」
を

減
額

し
た

場
合

の
、

当
該

資
産

に
充

て
ら

れ
て

い
た

財
源

の
変

動
を

表
し

て
い

ま
す

。

補
助

金
等

受
入

　
公

共
資

産
の

整
備

や
、

経
常

的
な

一
般

行
政

コ
ス

ト
に

か
か

る
国

県
補

助
金

を
計

上
し

て
い

ま
す

。

臨
時

損
益

（
公

共
資

産
除

売
却

損
益

）
　

公
共

資
産

を
除

去
し

た
場

合
は

除
去

資
産

の
帳

簿
価

額
、

売
却

し
た

場
合

は
売

却
損

益
を

計
上

し
て

い
ま

す
。

臨
時

損
益

（
投

資
損

失
）

　
貸

借
対

照
表

の
「

投
資

及
び

出
資

金
」

に
お

い
て

、
投

資
及

び
出

資
金

の
時

価
評

価
額

ま
た

は
実

質
価

額
が

取
得

価
額

と
比

較
し

て
３

０
％

以
上

下
落

し
た

場
合

、
そ

の
差

額
を

計
上

し
て

い
ま

す
。

そ
の

他
　

公
共

資
産

等
整

備
に

か
か

る
債

務
負

担
行

為
の

履
行

額
に

つ
い

て
、

そ
の

他
一

般
財

源
等

か
ら

公
共

資
産

等
整

備
一

般
財

源
等

に
振

り
替

え
た

金
額

を
計

上
し

て
い

ま
す

。

科
目

振
替

（
地

方
債

償
還

に
伴

う
財

源
振

替
）

　
地

方
債

元
金

償
還

額
の

う
ち

「
貸

借
対

照
表

」
に

計
上

さ
れ

て
い

る
「

有
形

固
定

資
産

」
に

充
て

ら
れ

て
い

た
財

源
を

、
そ

の
他

一
般

財
源

等
か

ら
公

共
資

産
等

整
備

一
般

財
源

等
に

振
り

替
え

て
計

上
し

て
い

ま
す

。

資
産

評
価

替
え

に
よ

る
変

動
額

臨
時

損
益

（
災

害
復

旧
事

業
費

）
　

災
害

復
旧

事
業

費
の

金
額

を
計

上
し

て
い

ま
す

。

　
「

貸
借

対
照

表
」

に
計

上
さ

れ
て

い
る

「
売

却
可

能
資

産
、

投
資

及
び

出
資

金
、

基
金

等
」

の
資

産
を

再
評

価
し

た
結

果
生

じ
た

資
産

評
価

差
額

を
計

上
し

て
い

ま
す

。

無
償

受
贈

資
産

受
入

　
寄

附
等

に
よ

り
無

償
で

資
産

を
受

贈
し

た
場

合
、

有
形

固
定

資
産

に
計

上
し

た
額

と
同

額
を

計
上

し
て

い
ま

す
。

科
目

振
替

（
貸

付
金

・
出

資
金

等
へ

の
財

源
投

入
）

　
貸

付
金

、
投

資
及

び
出

資
金

、
積

立
金

に
充

て
ら

れ
た

財
源

の
う

ち
、

地
方

債
と

国
県

補
助

金
以

外
の

財
源

の
変

動
を

表
し

て
い

ま
す

。

科
目

振
替

（
貸

付
金

・
出

資
金

等
の

回
収

等
に

よ
る

財
源

増
）

　
貸

付
金

、
投

資
及

び
出

資
金

、
積

立
金

等
の

回
収

元
金

の
う

ち
、

国
県

補
助

金
等

を
財

源
と

し
て

い
た

額
の

変
動

を
表

し
て

い
ま

す
。

科
目

振
替

（
減

価
償

却
に

よ
る

財
源

増
）

　
減

価
償

却
に

伴
い

、
「

貸
借

対
照

表
」

に
計

上
さ

れ
て

い
る

「
有

形
固

定
資

産
」

に
充

て
ら

れ
て

い
た

財
源

を
、

そ
の

他
一

般
財

源
等

へ
振

り
替

え
た

金
額

を
計

上
し

て
い

ま
す

。

臨
時

損
益

（
債

務
保

証
損

失
、

損
失

補
償

額
）

　
貸

借
対

照
表

の
「

損
失

補
償

等
引

当
金

」
を

計
上

し
て

い
ま

す
。

科
目

振
替

（
公

共
資

産
整

備
へ

の
財

源
投

入
）

　
公

共
資

産
の

整
備

の
際

に
充

て
ら

れ
た

財
源

の
う

ち
、

地
方

債
と

国
県

補
助

金
以

外
の

財
源

の
変

動
を

表
し

て
い

ま
す

。

科
目

振
替

（
公

共
資

産
処

分
に

よ
る

財
源

増
）



 

16 富士見市の財務諸表 

 

 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 

（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

他会計等への事務費等充当財源繰出支出

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

諸収入

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

他会計等への建設費充当財源繰出支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

資金収支計算書（普通会計）
自　平成２６年４月　１日

至　平成２７年３月３１日

１ 経 常 的 収 支 の 部

4,962,213

4,448,626

403,416

756,015

1,499,900

500,620

8,261,993

2,869,852

232,573

955,013

2,861,643

132,009

23,768,909

14,338,294

3,662,871

6,870,707

533,478

3,193,542

29,520,314

5,751,405

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

5,490,791

369,755

6,112,994

1,266,413

252,448

1,532,100

142,807

252,222

△ 2,919,452

総務省方式改訂モデル
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投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

他会計等への公債費充当財源繰出支出

地方債償還額

長期未払金支払支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

公共資産等売却収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度歳計現金増減額

期首歳計現金残高

期末歳計現金残高

※1 一時借入金に関する情報

① 資金収支計算書には一時借入金の増減は含まれていません。

②

③ 支払利息のうち、一時借入金利子は－千円です。

※2 基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報
　収入総額
　地方債発行額 △
　財政調整基金等取崩額 △
　支出総額 △
　地方債償還額
　財政調整基金等積立額
　　基礎的財政収支

0

1,389,523

39,609

376,506

287,256

0

3,303,021

0

2,599,650

515,749

0

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

0

0

466,801

平成26年度における一時借入金の借入限度額は1,500,000千円です。

319,148

0

1,434,204

31,595

17,353

44,681

△ 2,787,272

△ 19,290

33,229,605
3,032,000

500,000
32,868,266
2,832,223

※2　基礎的財政収支

（プライマリーバランス）に関する情報

　地方債の元利償還額や財政調整基金等の積立額を除いた歳出と、繰越金や地方債の発行額、財政

調整基金等の取崩額を除いた収入の基礎的財政収支（プライマリーバランス）を表示しています。

3　投資・財務的収支の部
　出資、貸付、基金積立などの支出と、国県補助金や貸付金回収額などを計上しており、投資活動

や借入金の返済にかかる資金収支を表しています。

※ 欄外の注記

項　　　　目 内　　　　　　　　容

※1　一時借入金に関する情報
　会計年度の３月３１日までに歳計現金が不足した場合に、一時的に借り入れるお金の借入限度額

と利子の金額を計上しています。

　人件費や物件費、社会保障給付などの支出と、市税収入や地方交付税などの収入を計上してお

り、経常的な行政活動の資金収支を表しています。
1　経常的収支の部

2　公共資産整備収支の部
　公共資産整備に伴う支出と、その支出に充てた財源である国県補助金や地方債の発行額などを計

上しており、公共事業にかかる資金収支を表しています。

◆ 主な説明

項　　　　目 内　　　　　　　　容
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７ 財務諸表（連結会計） 

 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方公共団体

①生活インフラ・国土保全 70,860,183 ①普通会計地方債 19,484,462

②教育 43,215,585 ②公営事業地方債 9,545,725

③福祉 3,775,247  地方公共団体計 29,030,187

④環境衛生 14,591,064 (2) 関係団体

⑤産業振興 763,136 ①一部事務組合・広域連合地方債 1,796,740

⑥消防 1,984,984 ②地方三公社長期借入金 398,500

⑦総務 10,892,624 ③第三セクター等長期借入金 0

⑧収益事業 0  関係団体計 2,195,240

⑨その他 2,666 (3) 長期未払金 637,553

有形固定資産計 146,085,489 (4) 引当金 5,845,104

(2) 無形固定資産 2,339,723 （うち退職手当等引当金） 5,813,460

(3) 売却可能資産 9,187 （うちその他の引当金） 31,644

公共資産合計 148,434,399 (5) その他 0

固定負債合計 37,708,084

２　投資等

(1) 投資及び出資金 23,053 ２　流動負債

(2) 貸付金 0 (1) 翌年度償還予定額

(3) 基金等 3,338,130 ①地方公共団体 3,574,040

(4) 長期延滞債権 1,603,922 ②関係団体 237,919

(5) その他 31,029  翌年度償還予定額計 3,811,959

(6) 回収不能見込額 △ 570,638 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金を含む） 0

投資等合計 4,425,496 (3) 未払金 637,071

(4) 翌年度支払予定退職手当 0

(5) 賞与引当金 349,509

３　流動資産 (6) その他 91,852

(1) 資金 流動負債合計 4,890,391

①財政調整基金 2,760,579

②歳計現金等 4,296,584

　資金計 7,057,163

(2) 未収金 1,053,251

(3) 販売用不動産 0 負　　債　　合　　計 42,598,475

(4) その他 262,825

(5) 回収不能見込額 △ 35,298

流動資産合計 8,337,941

純　 資　 産　 合　 計 118,599,361

４　繰延勘定 0

資　　産　　合　　計 161,197,836 負債及び純資産合計 161,197,836

※１　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 685,886 千円

②債務保証又は損失補償 0 千円

（うち共同発行地方債に係るもの 0 千円）

③その他 0 千円

※３　有形固定資産のうち、土地は53,523,764千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は74,242,935千円です。

連結貸借対照表
（平成２７年３月３１日現在）

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方

※２　普通会計地方債および公営事業地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち24,626,109千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。

総務省方式改訂モデル

 

これまでに約 1,612 億円の資産を形成しています。このうち、約 1,186 億円は支払

いが終わっており、残りの約 426 億円は未払い（今後の負担）となります。資産のうち約

90％が有形固定資産であり、中でも道路や公園が含まれる「生活インフラ・国土保全」と、

学校や公民館が含まれる「教育」の割合が高くなっています。 

負債の部の借入金は、市の会計に属するものが約 290 億円、入間東部地区消防組合など

市に関係する会計に属するものが約 22 億円となっています。 

★ ポイント 
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連結貸借対照表　比較表

(1) 有形固定資産

①生活インフラ・国土保全 70,860,183 71,660,937 △ 800,754

②教育 43,215,585 43,016,483 199,102

③福祉 3,775,247 3,915,999 △ 140,752

④環境衛生 14,591,064 13,775,468 815,596

⑤産業振興 763,136 859,332 △ 96,196

⑥消防 1,984,984 2,025,204 △ 40,220

⑦総務 10,892,624 9,899,772 992,852

⑧収益事業 0 0 0

⑨その他 2,666 3,369 △ 703

　　　有形固定資産計 146,085,489 145,156,564 928,925

(2) 無形固定資産 2,339,723 2,381,027 △ 41,304

(3) 売却可能資産 9,187 20,109 △ 10,922

　公共資産合計 148,434,399 147,557,700 876,699

2. 投資等

(1) 投資及び出資金 23,053 23,053 0

(2) 貸付金 0 0 0

(3) 基金等 3,338,130 3,329,704 8,426

(4) 長期延滞債権 1,603,922 1,788,077 △ 184,155

(5) その他 31,029 0 31,029

(6) 回収不能見込額 △ 570,638 △ 644,713 74,075

　投資等合計 4,425,496 4,496,121 △ 70,625

3. 流動資産

(1) 資金 7,057,163 7,385,242 △ 328,079

(2) 未収金 1,053,251 897,609 155,642

(3) 販売用不動産 0 0 0

(4) その他 262,825 644,088 △ 381,263

(5) 回収不能見込額 △ 35,298 0 △ 35,298

　流動資産合計 8,337,941 8,926,939 △ 588,998

4. 繰延勘定 0 0 0

 資 産 合 計 161,197,836 160,980,760 217,076

[負債の部]

1. 固定負債

(1) 地方公共団体

①普通会計地方債 19,484,462 18,986,262 498,200

②公営事業地方債 9,545,725 9,951,063 △ 405,338

　　　地方公共団体計 29,030,187 28,937,325 92,862

(2) 関係団体

①一部事務組合・広域連合地方債 1,796,740 1,752,090 44,650

②地方三公社長期借入金 398,500 1,112,200 △ 713,700

③第三セクター等長期借入金 0 0 0

　　　関係団体計 2,195,240 2,864,290 △ 669,050

(3) 長期未払金 637,553 624,219 13,334

(4) 引当金 5,845,104 6,317,870 △ 472,766

　　(うち 退職手当等引当金) 5,813,460 6,317,870 △ 504,410

　　(うち その他の引当金) 31,644 0 31,644

(5) その他 0 127,981 △ 127,981

　　(うち 他会計借入金) 0 0 0

　固定負債合計 37,708,084 38,871,685 △ 1,163,601

2. 流動負債

(1) 翌年度償還予定額

①地方公共団体 3,574,040 3,612,796 △ 38,756

②関係団体 237,919 228,037 9,882

　　　翌年度償還予定額計 3,811,959 3,840,833 △ 28,874

(2) 短期借入金（翌年度繰上充用金を含む） 0 0 0

(3) 未払金 637,071 618,613 18,458

(4) 翌年度支払予定退職手当 0 8,280 △ 8,280

(5) 賞与引当金 349,509 339,049 10,460

(6) その他 91,852 88,545 3,307

　　(うち 他会計借入金翌年度償還予定額) 0 0 0

　流動負債合計 4,890,391 4,895,320 △ 4,929

 負 債 合 計 42,598,475 43,767,005 △ 1,168,530

[純資産の部]

 純 資 産 合 計 118,599,361 117,213,755 1,385,606

 負 債 及 び 純 資 産 合 計 161,197,836 160,980,760 217,076

Ｈ２６－２５

差引

[資産の部]

1. 公共資産 連結会計

Ｈ２６ Ｈ２５

 

［資産の部］ 1 公共資産 

（1）有形固定資産 

②教 育（+2.0 億円） 

南畑小学校及び特別支援学校の 

大規模改造工事などによる増 

 ④環境衛生（+8.2 億円） 

志木地区衛生組合の粗大ごみ及び 

ビン処理施設の建設などによる増 

⑦総 務（+9.9 億円） 

ピアザ☆ふじみの建設などによる増 

 

［負債の部］ 1 固定負債 

（2）関係団体 

 ②地方三公社長期借入金（▲7.1 億円） 

土地開発公社の借入金残高の減 

（4）引当金（▲4.7 億円） 

  退職手当支給予定額の減少に伴う 

退職手当等引当金の減 

 

［純資産の部］（+13.9 億円） 

  地方税や国庫支出金の増 

 

※（ ）内は前年度比 

★ 主な増減内容 
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連結行政コスト計算書（目的別）　比較表

経常行政コスト

生活インフラ・国土保全 4,966,094 4,037,710 928,384

教育 2,726,263 2,565,755 160,508

福祉 36,540,723 35,330,995 1,209,728

環境衛生 3,602,480 3,802,610 △ 200,130

産業振興 373,846 317,383 56,463

消防 969,567 995,020 △ 25,453

総務 3,834,940 3,578,483 256,457

議会 241,515 230,265 11,250

支払利息 627,936 704,749 △ 76,813

回収不能見込計上額 174,348 321,349 △ 147,001

その他 0 1,768 △ 1,768

　経常行政コスト合計 54,057,712 51,886,087 2,171,625

経常収益

使用料・手数料 679,261 656,770 22,491

分担金・負担金・寄附金 10,292,128 10,356,368 △ 64,240

保険料 4,575,388 4,561,341 14,047

事業収益 4,328,541 3,560,586 767,955

その他特定行政サービス収入 428,162 261,027 167,135

他会計補助金等 51,876 47,739 4,137

　経常収益合計 20,355,356 19,443,831 911,525

（差引）純経常行政コスト 33,702,356 32,442,256 1,260,100

Ｈ２６－２５

差引連結会計

Ｈ２５Ｈ２６

 

［経常行政コスト］ 福祉（+12.1 億円） 

臨時福祉給付金及び子育て世帯臨時特例給付金などの社会保障費の増など 

［経常収益］ 事業収益（+7.7 億円） 

土地開発公社の公有地売却収益の増など 

［（差引）純経常行政コスト］（+12.6 億円） 

※（ ）内は前年度比 

★ 主な増減内容 
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（単位：千円）

純資産合計
公共資産等整備
国県補助金等

公共資産等整備
一般財源等

他団体及び
民間出資分

その他
一般財源等

資産評価差額

期首純資産残高 117,213,755 44,206,090 85,642,043 891 △ 13,454,162 818,893

純経常行政コスト △ 33,702,356 △ 33,702,356

一般財源

地方税 14,052,561 14,052,561

地方交付税 3,662,871 3,662,871

その他行政コスト充当財源 2,502,593 2,502,593

補助金等受入 16,425,655 1,386,000 15,039,655

臨時損益

災害復旧事業費 △ 40,230 △ 40,230

公共資産除売却損益 0 0

投資損失 △ 5 △ 5

債務保証損失、損失補償額等 △ 47 △ 47

収益事業純損益 157,306 157,306

科目振替

公共資産整備への財源投入 2,903,760 △ 2,903,760

公共資産処分による財源増 0 △ 10,994 10,994 0

貸付金・出資金等への財源投入 0 131,969 △ 131,969

貸付金・出資金等の回収等による財源増 0 △ 466,801 466,801

減価償却による財源増 △ 2,092,263 △ 348,156 2,440,419

地方債償還に伴う財源振替 1,660,180 △ 1,660,180

出資の受入・新規設立 0 0

資産評価替えによる変動額 0 0

無償受贈資産受入 0 0 0

その他 △ 1,672,742 △ 4,350,134 △ 15,243,213 17,920,605 0

期末純資産残高 118,599,361 39,149,693 74,268,788 891 4,361,096 818,893

連結純資産変動計算書
自　平成２６年　４月　１日

至　平成２７年　３月３１日

総務省方式改訂モデル

 

使用料や負担金などの経常的な収入では補えなかった純経常行政コスト約 337 億円を、

市税や地方交付税、国県補助金などで補っています。 

期末純資産残高は期首純資産残高より約 14 億円増加し約 1,186 億円となり、将来世代

へ引き継ぐ資産が増加したことを表しています。 

★ ポイント 
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連結純資産変動計算書　比較表

Ｈ２６ Ｈ２５

期首純資産残高 117,213,755 114,184,327 3,029,428

純経常行政コスト △ 33,702,356 △ 32,442,256 △ 1,260,100

一般財源

地方税 14,052,561 13,802,621 249,940

地方交付税 3,662,871 3,652,668 10,203

その他行政コスト充当財源 2,502,593 1,886,392 616,201

補助金等受入 16,425,655 15,204,390 1,221,265

臨時損益

災害復旧事業費 △ 40,230 0 △ 40,230

公共資産除売却損益 0 268,251 △ 268,251

投資損失 △ 5 0 △ 5

債務保証損失、損失補償額 △ 47 0 △ 47

収益事業純損失 157,306 54,456 102,850

出資の受入・新規設立 0 50,000 △ 50,000

資産評価替えによる変動額 0 8,680 △ 8,680

無償受贈資産受入 0 239 △ 239

その他 △ 1,672,742 543,987 △ 2,216,729

期末純資産残高 118,599,361 117,213,755 1,385,606

Ｈ２６－２５

差引連結会計

 

［一般財源］ 地方税（+2.5 億円） 

住宅用地特例の廃止や新築家屋棟数の増加に伴う固定資産税の増など 

［補助金等受入れ］（+12.2 億円） 

ピアザ☆ふじみの建設や臨時福祉給付金に係る国県支出金の増など 

※（ ）内は前年度比 

★ 主な増減内容 
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（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

他会計への事務費等充当財源繰出支出

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

保険料

事業収入

諸収入

地方債発行額

長期借入金借入額

短期借入金増加額

基金取崩額

他会計補助金等

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

地方独立行政法人公共資産整備支出

一部事務組合・広域連合公共資産整備支出

地方三公社公共資産整備支出

第三セクター等公共資産整備支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

長期借入金借入額

基金取崩額

他会計補助金等

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

299,101

4,604,862

△ 3,451,816

0

7,771,808

284,870

0

0

0

0

8,056,678

1,654,994

2,458,665

32,103

159,999

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

4,581,702

4,021,623

841,060

1,499,900

0

0

659,586

177,145

2,278,038

57,701,970

8,293,347

10,058,462

6,406,069

28,738,494

4,583,693

627,936

617,574

1,986,338

49,408,623

14,338,294

3,662,871

14,850,886

732,403

6,448,519

連結資金収支計算書
自　平成２６年　４月　１日

至　平成２７年　３月３１日

１ 経 常 的 収 支 の 部

総務省方式改訂モデル
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投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

他会計への公債費充当財源繰出支出

地方債償還額

長期借入金返済額

短期借入金減少額

収益事業純支出

その他支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

長期借入金借入額

公共資産等売却収入

収益事業純収入

他会計補助金等

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度資金増減額

期首資金残高

経費負担割合変更に伴う差額

期末資金残高 4,296,584

233,798

△ 4,919,584

0

△ 78,053

4,377,158

△ 2,521

148,301

0

706

5,153,382

43,310

7,506

2,949

0

0

31,732

0

0

0

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

0

39,609

559,610

0

0

3,839,757

713,700

 

経常的な収支で生じた余剰金約 83 億円で、公共資産整備の収支の不足額約 35 億円及び

投資・財務的の収支の不足額約 49 億円の一部を補っています。   

この結果、年度末の資金残高は約 43 億円となりました。 

★ ポイント 
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Ｈ２６ Ｈ２５ Ｈ２６－２５

差引

[経常的収支の部]

人件費 6,448,519 6,274,697 173,822

物件費 6,406,069 6,170,320 235,749

社会保障給付 28,738,494 27,470,744 1,267,750

補助金等 4,583,693 4,397,146 186,547

支払利息 627,936 704,749 △ 76,813

他会計への事務費等充当財源繰出支出 617,574 561,426 56,148

その他支出 1,986,338 1,875,213 111,125

　支出合計 49,408,623 47,454,295 1,954,328

地方税 14,338,294 14,027,094 311,200

地方交付税 3,662,871 3,652,668 10,203

国県補助金等 14,850,886 13,744,975 1,105,911

使用料・手数料 732,403 687,839 44,564

分担金・負担金・寄附金 10,058,462 9,899,199 159,263

保険料 4,581,702 4,499,144 82,558

事業収入 4,021,623 3,190,612 831,011

諸収入 841,060 434,059 407,001

地方債発行額 1,499,900 1,200,000 299,900

長期借入金借入額 0 0 0

短期借入金増加額 0 0 0

基金取崩額 659,586 329,028 330,558

他会計補助金等 177,145 207,970 △ 30,825

その他収入 2,278,038 2,370,515 △ 92,477

　収入合計 57,701,970 54,243,103 3,458,867

　経常的収支額 8,293,347 6,788,808 1,504,539

[公共資産整備収支の部]

公共資産整備支出 7,771,808 6,200,937 1,570,871

公共資産整備補助金等支出 284,870 609,271 △ 324,401

地方独立行政法人公共資産整備支出 0 0 0

一部事務組合・広域連合公共資産整備支出 0 0 0

地方三公社公共資産整備支出 0 0 0

第三セクター等公共資産整備支出 0 6,123 △ 6,123

　支出合計 8,056,678 6,816,331 1,240,347

国県補助金等 1,654,994 1,461,624 193,370

地方債発行額 2,458,665 1,942,314 516,351

長期借入金借入額 32,103 263,000 △ 230,897

基金取崩額 159,999 321 159,678

他会計補助金等 0 0 0

その他収入 299,101 394,067 △ 94,966

　収入合計 4,604,862 4,061,326 543,536

　公共資産整備収支額 △ 3,451,816 △ 2,755,005 △ 696,811

連 結 会 計

連結資金収支計算書内訳表　比較表
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[投資・財務的収支の部]

投資及び出資金 0 0 0

貸付金 39,609 20,957 18,652

基金積立額 559,610 1,234,481 △ 674,871

定額運用基金への繰出支出 0 0 0

他会計への公債費充当財源繰出支出 0 0 0

地方債償還額 3,839,757 4,288,913 △ 449,156

長期借入金返済額 713,700 13,896 699,804

短期借入金減少額 0 0 0

収益事業純支出 0 0 0

その他支出 706 0 706

　支出合計 5,153,382 5,558,247 △ 404,865

国県補助金等 43,310 1,988 41,322

貸付金回収額 7,506 20,958 △ 13,452

基金取崩額 2,949 15,066 △ 12,117

地方債発行額 0 0 0

長期借入金借入額 0 0 0

公共資産等売却収入 31,732 1,000,473 △ 968,741

収益事業純収入 0 0 0

他会計補助金等 0 13,896 △ 13,896

その他収入 148,301 105,358 42,943

　収入合計 233,798 1,157,739 △ 923,941

　投資・財務的収支額 △ 4,919,584 △ 4,400,508 △ 519,076

　　翌年度繰上充用金増減額 0 0 0

　　当年度資金増減額 △ 78,053 △ 366,705 288,652

　　期首資金残高 4,377,158 4,741,778 △ 364,620

　　経費負担割合変更に伴う差額 △ 2,521 2,085 △ 4,606

　　期末資金残高 4,296,584 4,377,158 △ 80,574

 

［経常的収支の部］（+15 億円） 

・支出 人件費や社会保障給付費、入間東部地区消防組合の負担金の増など 

・収入 地方税や国県補助金の増など 

［公共資産整備収支の部］（▲7.0 億円） 

 ・資産の増加に伴う公共資産整備支出の増 

［投資・財務的収支の部］（▲5.2 億円） 

 ・旧上沢小学校跡地売却収入の減など  ※（ ）内は前年度比 

★ 主な増減内容 
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８ 財務４表を用いた分析（連結会計） 

 

      資産の形成には何年分に相当する収入が使われたことになるのか？ 

 

      2.4 年分（前年度 2.5 年分） 

       ※ 普通会計 3.3 年分（前年度 3.4 年分） 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

【参考】類似団体の比較 

 

  団 体 割合（年分）   資産合計  歳入総額 

富士見市 2.4 年分 1,612.0 億円 669.2 億円 

ふじみ野市 2.7 年分 1,934.9 億円 723.6 億円 

朝霞市 2.6 年分 1,878.2 億円 720.4 億円 

加須市 2.8 年分 2,206.1 億円 795.4 億円 

鴻巣市 2.8 年分 2,358.7 億円 852.1 億円 

国分寺市 2.8 年分 2,129.6 億円 761.4 億円 

 

Ｑ １ 

Ａ １ 

 

歳入総額に対する資産の割合を見ることで、資産の形成にあたり何年分に相当する歳入が

充てられたのかを示した指標です。 

 3.0～7.0 年分の間が平均とされています。 

＜算式＞ 

・資産合計 ÷ 歳入総額 ＝ 歳入に対する資産の割合 

1,612.0 億円 ÷ 669.2 億円 ＝ 2.4 

資産合計 ⇒「貸借対照表」の資産合計 

歳入総額 ⇒ 「資金収支計算書」の各部の収入合計の総額に期首資金残高を加算 

★ ポイント 
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      公共資産の整備に対して将来世代が負担する割合は？ 

      また、過去及び現在の世代が負担した割合は？ 

 

      将来世代の負担割合 23.6％（前年度 24.2％） 

       ※ 普通会計 20.7％（前年度 20.8％） 

 

過去及び現在の世代の負担割合 79.9％（前年度 79.4％） 

       ※ 普通会計 81.1％（前年度 81.2％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※将来世代の負担割合と過去及び現在の世代の負担割合の合計が 100％とならないのは、 

地方債残高に臨時財政対策債などの社会資本形成の財源とならない地方債が含まれてい 

るためです。 

Ｑ ２ 

Ａ ２ 

 

公共資産の整備に必要な財源について、将来の世代がどのくらいの額を負担するのか、また

現在までの世代がどのくらいの額を負担したのかを示した指標です。 

将来の世代が負担する割合は 15～40％ 、 

過去及び現在の世代が負担した割合は 50～90％の間が平均とされています。 

＜算式＞ 

・地方債残高 ÷ 公共資産合計 × 100 ＝ 将来世代が負担する割合 

350.4 億円 ÷ 1,484.3 億円 × 100 ＝ 23.6％  

地方債残高 ⇒ 「貸借対照表」の地方債、翌年度償還予定額、関係団体の長期借入金 

  公共資産合計 ⇒ 「貸借対照表」の公共資産合計 

 

・純資産合計 ÷ 公共資産合計 × 100 ＝ 過去及び現在の世代が負担した割合 

1,186.0 億円 ÷ 1,484.3 億円 × 100 ＝ 79.9％ 

  純資産合計 ⇒ 「貸借対照表」の純資産合計 

   公共資産合計 ⇒ 「貸借対照表」の公共資産合計 

★ ポイント 
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【参考】類似団体の比較 

 

●将来世代の負担割合 

 

  団 体 割合（％） 地方債残高 公共資産合計 

富士見市 23.6％ 350.4 億円 1,484.3 億円 

ふじみ野市 22.5％ 390.5 億円 1,735.3 億円 

朝霞市 21.5％ 372.2 億円 1,734.4 億円 

加須市 30.2％ 601.6 億円 1,989.1 億円 

鴻巣市 33.5％ 724.2 億円 2,165.0 億円 

国分寺市 19.4％ 397.8 億円 2,045.5 億円 

 

 

●過去及び現在の世代の負担割合 

 

  団 体 割合（％） 純資産合計 公共資産合計 

富士見市 79.9％ 1,186.0 億円 1,484.3 億円 

ふじみ野市 67.5％ 1,170.7 億円 1,735.3 億円 

朝霞市 81.1％ 1,406.4 億円 1,734.4 億円 

加須市 75.1％ 1,493.0 億円 1,989.1 億円 

鴻巣市 70.9％ 1,534.7 億円 2,165.0 億円 

国分寺市 76.6％ 1,567.0 億円 2,045.5 億円 

  

 

 

 

 

 



 富士見市の財務諸表 31 

 

      今までに形成された有形固定資産の目的別の割合は？ 

 

      目的別の割合で比較した場合、１番目は①生活インフラ・国土保全に分類 

      される「道路や公園など」の整備、２番目は②教育に分類される「学校や公 

民館など」の整備、３番目は④環境衛生に分類される「ごみ処理施設や葬斎 

場施設など」の整備という順になっています。 

 

●貸借対照表・資産の部 １ 公共資産（１）有形固定資産 

（単位 千円） 

有形固定資産 
平成２６年度  平成２５年度 

金  額 割合 金  額 割合 

① 生活インフラ・国土保全 70,860,183 48.5％ 71,660,937 49.4％ 

② 教育 43,215,585 29.6％ 43,016,483 29.6％ 

③ 福祉 3,775,247 2.6％ 3,915,999 2.7％ 

④ 環境衛生 14,591,064 10.0％ 13,775,468 9.5％ 

⑤ 産業振興 763,136 0.5％ 859,332 0.6％ 

⑥ 消防 1,984,984 1.4％ 2,025,204 1.4％ 

⑦ 総務 10,892,624 7.4％ 9,899,772 6.8％ 

⑧ 収益事業 0 0.0％ 0 0.0％ 

⑨ その他 2,666 0.0％ 3,369 0.0％ 

合   計 146,085,489 100％ 145,156,564 100％ 

 

Ｑ ３ 

Ａ ３ 
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【参考】類似団体の比較 

 ●有形固定資産の目的別の割合 

 

（単位 千円） 

 

有形固定資産 
富士見市 ふじみ野市 朝霞市 加須市 鴻巣市 国分寺市 

① 生活インフラ 

・国土保全 
70,860,183 64,690,280 82,874,960 88,479,523 116,410,301 125,988,615 

② 教育 43,215,585 47,594,618 47,200,334 44,156,106 52,742,760 47,070,008 

③ 福祉 3,775,247 5,538,888 7,606,660 2,756,927 3,891,950 6,551,847 

④ 環境衛生 14,591,064 32,087,021 18,313,838 25,015,114 17,467,752 9,360,140 

⑤ 産業振興 763,136 797,641 897,073 19,251,628 2,009,895 235,021 

⑥ 消防 1,984,984 3,025,465 1,364,762 3,632,146 3,682,379 890,525 

⑦ 総務 10,892,624 19,597,580 9,779,874 14,383,164 15,626,733 14,028,723 

⑧ 収益事業 0 0 0 52,198 2,566,932 128,141 

⑨ その他 2,666 0 9,210 0 0 0 

合   計 146,085,489 173,331,493 168,046,711 197,726,806 214,398,702 204,253,020 
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      現在の借金は、今後何年で返済できる見込みなのか？ 

 

      5.7 年分（前年度 6.8 年分） 

      ※ 普通会計 5.9 年分（前年度 5.2 年分） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考】類似団体の比較 

 

  団 体 割合（年分） 地方債残高 経常的収支額 

富士見市 5.7 年分 350.4 億円 61.3 億円 

ふじみ野市 9.5 年分 390.5 億円 41.0 億円 

朝霞市 11.1 年分 372.2 億円 33.4 億円 

加須市 11.2 年分 601.6 億円 53.7 億円 

鴻巣市 15.9 年分 724.2 億円 45.5 億円 

国分寺市 7.9 年分 397.8 億円 50.2 億円 

Ｑ ４ 

Ａ ４ 

 

地方債を経常的収入で返済した場合に、何年で返済が可能かどうかを示した指標です。 

地方債の償還可能年数は、３～９年の間が平均とされています。 

 

＜算式＞ 

・地方債残高 ÷ 経常的収支額（地方債発行額及び基金取崩額を除く）  

＝ 地方債の償還可能年数（年） 

350.4 億円 ÷ 61.3 億円 ＝ 5.7 年  

地方債残高 ⇒ 「貸借対照表」の地方債、翌年度償還予定額、関係団体の長期借入金 

  経常的収支額 ⇒ 「資金収支計算書」の経常的収支額から地方債発行額及び基金取崩額を

除いた額 

 

★ ポイント 
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